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人間開発および民主化の要因に関す る










費の割合が高 くなれぽ、民主化が促進 されること、第5に 外国直接投資などの民間資金は民主化
が実現されていない国を回避すること、第6に 所得の不平等が拡大すれば、民主化 も妨げられる
ことである。























うになっている。 これに呼応する形で、国連開発計画(UNDP)は 「人間の安全保障」 とい
う新 しい概念を取 り入れて、人間を中心に据えた開発を進めるべ く、貧困の削減、雇用の創出、




　本研究の 目的は、国際資本主義体制の反動とも言 うべき人間開発や人権擁護(本 論では以降、
人権擁護 の狭義の意味として 「民主化」とい う言葉を用いる1))が、貿易構造、公共支出、女
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2.経済開発の説明要因に関する理論仮説および先行研究
　後節で人間開発や民主化の説明要因を論証する前に、本節では、経済開発、その成果である
経済発展(狭 義の意味では経済成長)の 説明要因に関する基本的理論仮説および先行研究の レ
ビューを行いたい。 レビューする理由として、経済開発の説明要因が人間開発や民主化を説明
するための要因(説 明変数)と も重なってお り、経済開発と人間開発および民主化に影響を与
える要因(説 明変数)を 比較する上で意義があると考えるからである。
　世界大戦の惨禍のために、勝者、敗者に関係な く、アメリカを除 く各国の経済は疲弊 しきっ
ていた。特に、欧米や 日本の植民地から解放されたばか りのアジア ・アフリカの途上国は政治
的独立を達成 しても、それらが次に直面 した問題は、民族、言語、宗教、人種など、多様な背
景を持った国民の社会統合を図った上で、経済的自立を達成することであった。その一方で迅





　アジア新興工業国(ア ジアNICs)が60年代か ら80年代にかけて、輸 出志向工業化戦略




























田2008、p.1)。しか し、教育 と言 っても、普通教育、職業教育、宗教教育、企業内教育、家




















めて投資を行 う間接投資とは異な り、人、生産技術、そ して経営ノウハウといった経営資源の
移動も伴 う。内生的成長理論の骨子は、投資受入国が経済発展を促進するためには、資本不足
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　 「開発」の概念と言えば 「経済開発」が中心であ り、国家は経済政策を通 じいかに して自国
の経済発展を促進するかにエネルギーを費や してきた。70年代に入ると、今度は経済発展の果
実をいかに して公平に国民へ分配するかといった 「社会開発」に重きを置 く議論がされるよう
になった。これは、70年代に起きた2度 のオイルショックを経て、国家間 レベルでは南北問題
に加えて南南問題が、そ して国内レベルでは所得格差の拡大や貧困層の増大が問題になったこ
とが背景にある。 しか し、「社会開発」を促進 させる行動主体 も政府であった ことか ら、自分
たちの生活に影響を及ぼす政策決定に対 し、市民が直接、参加できるような開発の形態ではな
かった。



















る女性議員の割合)を 採 り、1つ 目の推計モデルを作る。データは、いずれの変数 も「Human
Development　R port　2006』から収集した。
　次に、人間開発 と国際資本の移動(そ の変数 として、GDPに対する外国直接投資の純額の
割合およびGDPに 対する政府開発援助の受取額の割合)と の関係を検討するために、2つ 目
の推計モデルを作る。説明変数を2つ のモデル式に分けた根拠として、モデル式1に 含まれる
説明変数は、データ当該国の経済社会政策(具 体的には、輸出振興政策、軍事政策、教育政策、
人権政策)に よって影響を受ける変数であるのに対 し、モデル式2に 含まれる変数は、外国の
行動主体(先 進国政府や外資系企業)や 、それらの政策によって影響される変数であるからで
ある。
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　 尚、分析の対象時期は グ ローバル資本主義が本格的に始 まる90年と、それが拡大 ・深化 した
2004年の2つ の時期を取 り上げた。但 しモデル式3で は、90年の ジニ係数が多 くの国で採れな
か ったた め、 その時期の推計 は省 いた。 また、サ ンプルの177力国を、サ ンプル全体、経 済水
準が高い経済開発協力機構(OECD)加 盟 国30力国(こ れ 以降、先進 国 と呼ぶ)、非加盟 国147
力国(こ れ以降、途上国 と呼ぶ)の3つ の グル ープに分けて推計を行 った。但 し、 モデル式2











れた ときに、人間開発が促進 されることを示 している。2000年、 ニューヨークで開催 された
「女性2000年会議」を契機iに、先進国、途上国を問わず、各国で女性の社会的地位向上を求め
る動きが活発になったことも少なからぬ影響 していると推察される。
　次に、所得水準別に分けた結果に注 目す ると、先進国では90年の 「教育支出」(有意水準
10%)および2004年の 「女性開発」(有意水準5%)が 有意な説明変数として確認された。一
















　 決定係数 0,178 0,155 0,174 0,093 0,169 0,187























(注)***、**はそれぞれ1%、5%の 水準で統計的に有意である ことを示す。括弧 内は、t値。
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ジ ニ係数 一〇。010(-6。26)*** 一〇.0002(-0.11) 一〇.006(-3.61)***
地域 ダ ミー(ア ジア) 0.021(0.50) n.a. 0.080(1。88)*
地 域 ダ ミー(ラ テ ンア メ リカ) 0.193(4.36)***n.a. 0.219(5.36)***
定数項 1.061(17.27)0.937(15.99)0.831(12.61)
自由度調整済み決定係数 0,244 0,220 0,242
(注1)***、*はそれぞれ1%、10%の水準で統計的 に有意 であることを示す。括弧 内は、t値。
(注2)先進国のみのサ ンプルでは、ア ジアお よび ラテ ンア メリカのサ ンプル数 が少ないため、推計の対 象 としなか った。
　 また、サ ンプル全体お よび途上国のサ ンプルだけでの推計結果に よ り、地域 ダ ミー(ラ テン
アメ リカ)が 共に正の有意な変数(共 に1%の 有意水準)で あ った ことか ら、 ラテンアメ リカ
諸国の人間開発が他の地域 よ りも進んでい ることが確認 された。一方、地域 ダ ミー(ア ジア)
は途上国のサ ンプルだけの推計においてのみ、正の有意な変数(10%の 有意水準)が 確認 され
た ことに加え、その係数の値(0.080)が地域 ダ ミー(ラ テ ンアメ リカ)の 値(0.219)より格


















　東西冷戦最中のアメリカの外交戦略は、「民主主義」対 「非民主主義」とい う選択ではな く、
「共産主義」対 「反共路線を採る独裁政権」 とい う選択に基づいて展開されていた(黒 柳、
1995、p.33)。すなわちアメリカの外交政策は、た とえ市民的自由権を侵害する権威主義体制
の政権であっても、それが親米反共政権である限 りは惜 しみな く経済支援を行ってきた。 しか
し、80年代末の冷戦の終結に伴い、アメリカの戦略的利益と民主化の理念が、以前のように矛
盾せずに一致す るようにな り、アメリカは人権外交を通 じて、「人権擁護」イ コール 「民主化
支援」を積極的に行 うようになった。
　大部分の人々が民主主義や民主化の概念に同意 しながらも、その解釈は人によって大きく異
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して用い る。 データの 出所は、1941年、 アメ リカで設立 されたFreedom　Houseとい う非政府
組織(NGO)で ある。　Freedom　Houseはラテ ンアメ リカ諸国の独裁政権 、南 アフ リカの アパ
ル トヘ イ ト、 旧 ソ連の東欧支配、中東諸国におけ るイ スラム教過激派な どに反 対す る運動を興
し、人権 と民主主義を世界に広め るべ く、 ア ドボカシー活動を行 って きた。 また、その機関は
1972年か ら毎年 、各 国の人権 の遵守 の程度 を評価 す る調査 を始め てお り、 その対象 国は現 在
193力国に上 っている。
　Freedom　Houseの評価指標 は、政 治参加 の 自由の程度 を示す参政権(Political　Rights:PR)
と、言論 ・思想 な どの 自由の程度を示す市民 的 自由権(Civil　Liberties:CL)の2つに分 かれ
てお り、 どち らの指標 も7段 階 のス ケールで測 られ ている(rl」 は人権が最 も遵守 され てい
る状況であ るのに対 し、「7」は最 も侵害 され ている状況 である と評価)。 これ ら2つ の指標か
ら得 られた評価尺度を合計 し、その値を 「民主化」の被説明変数 とす る。但 し、 この値 をその
ままデータ入 力す る と、推計結果 の因果関係 が解釈 しづ らい ので5)、評価尺度 の コーデ ィング
を修正 してか らデ ータ入力を行 った(す なわ ち、「1」は人権 が最 も侵害 され ている状 況であ
るのに対 し、「7」は最 も遵守 され ている状況 である と評価)。 尚、 これ らの指標は地理、民族、
宗教、経済発 展の違いに関係 な く、一定 の質 問事項 に対す る回答結果 か ら測定 され る6)。一 方、




は、90年の 「軍事支出」(5%の有意水準)が 「民主化」の負の有意な変数として確認 された
のに対 し、「教育支出」(5%の有意水準)が 正の有意な変数として確認された。また、2004年
では 「軍事支出」(1%の有意水準)は 「民主化」の負の有意な変数 として発見されたのに対


















90年 2004年 90年 2004年 90年 2004年





調整済決定係数 0,178 0,299 0,154 0,043 0,099 0,167








民主化の正の有意な変数として確認 されたのに対 し、途上国では90年の 「女性開発」(有意水
準10%)および2004年の 「軍事支出」(有意水準1%)が 負の有意な変数として、そ して2004

































がわかる。但 し、公平な所得分配が実現されても、民主化が直線的に進展 しない状況もあ り得
る。その状況とは、当該国政府のガバナンスが欠如 している場合である。世界銀行はガバナン












ジ ニ係数 一〇.067(-2.06)** 一〇.039(-1.26) 0.027(0。86)
地域 ダ ミー(ア ジア) 一1.939(-2.05)** n.a. 一〇.771(-0.86)
地 域 ダ ミー(ラ テ ンア メ リカ) L808(1.93)* n.a. 2.258(2.67)***
定数項 12.278(9.28)14.943(14.84)6.997(5.11)
自由度調整済み決定係数 0,058 0,023 0,097
(注1)***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%の 水準 で統計的に有意 であることを示す。括弧 内は、t値。
(注2)先進国のみのサ ンプルでは、ア ジアお よび ラテ ンア メ リカのサ ンプル数 が少ないため、推計の対象 としなか った。
　次に地域別で見れば、ダミー変数(ラ テンアメリカ)がサンプル全体(10%の有意水準)お
よび途上国のサンプル(1%の 有意水準)に おいて正の有意な変数として確認されたのに対 し、
ダミー変数(ア ジア)が負の有意な変数(5%の 有意水準)と して確認された。この結果から、
ラテンアメリカの民主化はアジアよりも進んでいることがわかる。図1は 、アジア地域23力国、
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図1　各地域における人権の成熟度の推移













































1)人権は一般的に言えば、自由権(生 命 ・身体の自由、奴隷 ・拷問の禁止、思想 ・表現の自由などの市
　 民的 ・政治的権利)と 社会権(食 糧 ・住居に対する権利、労働に対する権利などの経済 ・社会 ・文化
　 的権利)と い う2つのカテゴリーを含むが、本論では 「人権の擁護」を 「民主化」 という言葉で置き
　 換えているように、主に自由権に関連した変数で分析を行った。
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